
　１．はじめに

　１９６６年、日本で初めてコンピュータを用いて交通

制御を行う東京銀座広域信号制御システムが稼動し

た。１９７１年には第１次交通安全施設等整備事業五箇

年計が開始し、全国の主要都市に交通管制システム

が導入されるようになり、２０００年３月現在、１７０都

市（本部センターの他サブセンター等を含む）に設

置されている。同システムでは、全国の信号機１７万

３千基のうち約３５％が１３万基の車両感知器の情報に

基づいて制御されるとともに、３千基の交通情報板

や２万基の光ビーコンを通じて交通情報が提供され

ている。

　本稿では、交通管制システムの基本機能と導入効

果および、新しいシステムとして、光ビーコン活用

システムと防災システムについて述べる。

　２．交通管制システムの基本機能

　交通管制システムは各都道府県警察の本部センタ

ーを中心に整備されており、基本的な機能構成は、

Fig.1に示すとおりである。

　情報収集は、各種車両感知器の情報から交通量や

渋滞長等の交通情報を算出する機能であり、信号制

御や情報提供のベースとなる。信号制御は、交通情

報に基づいて最適な信号制御パラメータを決定し、

信号機を制御する機能であり、情報提供は、渋滞や

事故等の交通情報を各種のメディアを通じてドライ

バーに提供する機能である。また、運用管理は、交

通情報データベースおよびヒューマンインターフェ

イスの機能から成る。

　最新の交通管制システムにおける各機能について

以下に詳述する。
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　２－１　情報収集

１）車両感知器の配置

　主要道路が交差し、渋滞のボトルネックとなる重

要交差点流入部における標準的な車両感知器の配置

例をFig.2に示す。

　交通量・飽和交通流率を計測するための感知器が

停止線から１５０ｍ（または３０ｍ）の位置で全車線に

設置される。右折ベイには停止線から３０ｍの位置に

設置され、上記計測の他、右折感応制御に用いられ

る。また、渋滞長や旅行時間を推定するための感知

器は、停止線から１５０ｍ、３００ｍ、５００ｍの位置、お

よび以降、上流の重要交差点までの間で、市街部で

は２５０ｍ間隔、郊外部では５００ｍ間隔に設置される。

　車両感知器のタイプとして、従来から超音波式が

多く用いられてきたが、最近では、光ビーコン（近

赤外線式）や画像型も多数導入されている。

　光ビーコンは、車両の存在感知機能の他、後述の

車両（車載機）との双方向通信機能を有している。

また、画像型車両感知器は、複数車線における車両

存在感知の他、速度・車種・待行列長等の計測機能

を備えている。

２）交通情報の処理方法

　車両感知器の感知パルス信号と信号機動作信号に

基づいて、Fig.3に示すように、感知器単体の情報

から路線に関する情報が２．５分毎に算出される。以

下に各情報の処理方法について述べる。

�信号同期交通量・占有率・平均速度

　ある時間内で、感知パルスの数を計測することに

より交通量が求められ、また感知パルス幅を累積す

ることにより占有率が求められる。

　一定時間間隔でこの集計を行った場合、信号サイ

クルと非同期であるため得られるデータに変動が生

じることになる。そこで、感知器位置の下流側（ま

たは上流側）信号機のサイクルと同期して感知パル

スを集計し、最新の２～３サイクルのデータから単

位時間交通量および占有率を算出している。

　即ち、単位時間交通量は、（�サイクルの交通量／

�サイクルの総時間）×単位時間で求められる。

　平均速度は、交通量と占有率の比に実効車長（感

知領域＋平均車長）を掛けて求められる。大型車混

入率により平均車長が変動することから、車種の計

測により補正することが可能である。

�待行列波及度

　待行列波及度は感知器位置に待行列が波及してい

る度合を示す指標である。平均速度のランダムな変

動に対応するため、３個の速度閾値により０から１

までの連続量として算出される。

�路線渋滞長

　主要道路上の渋滞区間をより正確に判定するため、

路線上にある感知器の待行列波及度を基に、一つの

連続した渋滞区間を算出している（Fig.4）。

�区間旅行時間

　旅行時間は、主要区間（主要道路ネットワークに

おいて、二つの道路の交差点と他の隣接する交差点

との区間）毎に算出される。

　渋滞区間の旅行時間は、交通流量が均一な小区間

毎に区間内の存在台数と交通流量の比（小区間の旅

行時間）を求め、これを渋滞区間の小区間で足し合

わせることにより求められる。その基本方式を次式

に示す（Fig.5）。

　　�＝Σ��・��／��

　 �：渋滞区間の旅行時間

　��：小区間 ��の距離

　��：小区間 � の平均交通密度、��＝��－���

　　　　　��：ジャム密度（停止時の交通密度）
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Fig.2　車両感知器の配置例



　　　　　�：交通流量と交通密度の相関係数

　��：小区間 ��の交通流量

　非渋滞区間の旅行時間については、シミュレーシ

ョン等によって予め設定した旅行速度から算出され

る。

　２－２　信号制御

　信号制御は、２．５分毎に動作するマクロ制御機能

と１秒毎に動作するミクロ制御機能から成る。

　前者は、管制システムの中央装置上で動作し、感

知器情報および渋滞情報に基づいて信号パラメータ

（スプリット・サイクル長・オフセット）を決定する機

能であり、以下に詳述する。

　後者は、信号制御機上で動作し、交差点近傍の感

知器情報に基づいて青信号時間を微調整する機能で

ある。代表的な機能として右折感応制御、ジレンマ

感応制御がある。

１）スプリット

　重要交差点のスプリットは、交通処理能力に最も

影響力のあるパラメータであり、近飽和状態におい

て渋滞の発生を極力遅延させるためには、適切な青

信号時間の配分が最重要である。

　リアルタイム制御において、近飽和状態に対応す

るために、流入流量に待ち行列量を加えた量を対象

とする必要があり、これを負荷交通量と呼ぶ。負荷

率は、飽和交通流率に対する負荷交通量の割合とし

て定義され、各流入路上の各交通流線の負荷率ρは

次式で表現される。

　　ρ＝（����＋�・�・�）／�

　����：流入流量［台／２．５分］

　 �：待行列量［台］

　 �：飽和交通流率［台／２．５分］

　 �：�の使用率（０＜�≦１）；原理的には１を設定

し交通状況に応じて調整

　 �：先詰まり時の�の減少率（０≦�≦１）；原理的

には０を設定

　各現示のスプリットは、基本的に次式に示すよう

に、各交通流線の負荷率に基づいて算出される。

　　ρ 
�
＝���（ρ�

�１
，ρ�

�２
）

　　�
�
＝ρ�

��
／Σρ�

�

　ρ�
��
：現示���における流入路上の流線���の負荷率

　ρ�
�
：現示���の負荷率

　��
�
：現示���のスプリット

　この制御方式の特徴は次のとおりである。

・流線負荷率には待行列台数が含まれているため、

非飽和状態から近飽和状態への一貫した制御が可

能である。

・スプリットを直接計算することにより、多現示交

差点への適用が可能である。

・過飽和状態において、主従道路の旅行時間の制御

が可能である。

・ある流線の負荷率は、先詰まりが検出されたとき、

係数 ��によって低下するため、競合する現示のス

プリットが増加し、交差点の総流出交通量を増加

させることができる。

２）サイクル長

　系統制御におけるサイクル長の制御目標は、非飽

和状態では、路線全体での遅れ・停止の最小化およ

び安全な交通流の形成であり、過飽和状態では、重

要交差点での交通処理能力の最大化である。

　これをリアルタイムに実現させるための理論的な

Ｆｅｂ.，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．２ （　）２３

高度交通管制システム １０５

0

1待
行
列
波
及
度�

車両感知器�

渋滞長�

Fig.4　路線渋滞長の推定

Q1

L1 L2 L3

Q2 Q3

小区間� 小区間�

渋滞区間�

小区間�

Fig.5　旅行時間算出の小区間



算出方式は、まだ確立されていない。

　重要交差点のサイクル長は、負荷率に基づいて、

次式で算出される。

　　�＝（�１・�＋�２）／（１－�３・ρ）

　�：損失時間

　�ρ�：交差点負荷率（ρ＝Σρ�
�
）

　�１，�２，�３：係数

　ここで通常時には、�１＝１．５，�２＝０，a３＝１．０と

して過大なサイクル長にならないようにしている。

３）オフセット

　非飽和時のオフセットは、サイクル長との関係お

よび上り・下り交通需要から決定されるものである。

　現状では、上り・下り方向の交通量とサイクル長

によるパターン選択方式、または、リアルタイムシ

ミュレーションによるオフセット自動生成方式が採

用されている。

　過飽和状態において、渋滞内の上流側交差点で、

交差側からの流入交通量をオフセットにより制御す

ることが可能である。また、対向方向が非渋滞であ

ればその方向を優先することにより、遅れ・停止の

最小化をはかることができる。このような渋滞時の

制御は、渋滞の検出とリンクごとのオフセット選択

で実現されている。

　２－３　情報提供

　情報提供は、交通流の自律的な分散による渋滞の

緩和や運転者の心理状態の改善等を目的としており、

渋滞、旅行時間、事故、工事、交通規制等の交通情

報が自動的（５分毎）に編集・加工され、交通情報

板や光ビーコン・車載機等の各種メディアを通じて

ドライバーに提供される。

　主な自動編集機能は次のとおりである。

・渋滞とその原因となる事故・工事等の事象とを、

　位置関係から関連付ける。

・近接する複数の渋滞事象を一つの事象に統合する。

・メディア毎に優先度の高い事象を選択し、図形、

　文字、音声等に変換する。

１）交通情報板

　道路上に設置され、渋滞・事故等の最重要事象を

文字または図形で表示するもので、表示方式として

電光式・ＬＥＤ式等がある。

２）路側通信

　１６２０ＫＨｚのラジオ電波を用いて路側アンテナ設置

地点周辺の道路に交通情報を流すもので、複数経路

の渋滞状況およびその原因等、多くの情報を提供す

ることができる。路側アンテナは、道路に沿って約

２ｋｍの区間に設置される。放送するメッセージは、

事象の優先度に応じて一定時間（２分程度）内に収

まるよう編集され、自動的に音声に合成される。

３）自動応答電話・ＦＡＸ

　管制システム内に設置された特定の電話を通じて、

ユーザから地域や情報種別の指定を受け、電話応答

の場合は音声により、ＦＡＸ応答の場合は地図や表

により交通情報が提供される。

４）光ビーコン・車載機

　光ビーコンは、車載機に対して、車両の進行方向

で半円形（半径１０ｋｍ）の範囲にある交通情報を送信

する。

　車載機には、文字表示型（１５文字２段の表示）、

簡易図形表示型（デフォルメ道路区間上での渋滞・

旅行時間の表示）および地図表示型（地図上での渋

滞情報・事象規制情報等の表示）の３タイプがある。

光ビーコンは、車載機のタイプに応じた情報を送信

するとともに、車載機が計測したビーコン間の旅行

時間を受信した場合には、リンク旅行時間情報も送

信する。

　２－４　運用管理

　運用管理は、本部センターの他、サブセンターを

含めて各都道府県全域のシステムを統括管理するた

めのもので、交通情報データベースおよびヒューマ

ンインターフェイスの各機能で構成されている。

１）交通情報データベース

　渋滞・旅行時間等の交通情報の他、信号制御や情

報提供の結果およびシステム（端末機器・中央装置）

の動作状況等が蓄積される。

　この他、都市全体（または地域・路線）の交通状

況をマクロに把握するための交通管理指標が、日・

月・年の期間別（時間帯別）に算出される。交通需

要量を示す指標として走行台キロ（台・ｋｍ）、サー

ビスレベルを示す指標として渋滞長時間（ｋｍ・時間）

総旅行時間（台・時間）等があり、主要区間の距離、

断面交通量、渋滞長、旅行時間を基に求められる。

　これらの指標は、主として地域間の比較や長期的

な交通管理の他、制御改善等交通対策実施後の定量

的評価等に用いられる。

２）ヒューマンインターフェイス

　交通情報データベースに蓄積された各種の情報は、

交通状況表示板や管制卓等のヒューマンインターフ

ェイスを通じて管制官に提供される。一方、管制官
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は、管制卓から情報提供のための事故・工事等の事

象入力、一時的な交通規制等に対応した信号制御や

情報提供の介入および、交通対策立案のための各種

シミュレーション等を行うことができる。

　信号機・感知器等の端末機器はすべて道路ネット

ワークにマッピングされており、地図を介した情報

の入出力が可能である。

　３．交通管制システムの導入効果

　３－１　全国での導入効果

　１９９１年以降毎年、交通安全施設の効果として、交

通流の円滑化および交通事故の減少について、評価

が行われてきた。

　種々の交通安全施設のうち、集中制御化（交通管

制システムによる信号制御化）の効果はTable 1に示

すように、旅行時間が１７％の短縮、事故件数が１７％

の減少であった。これによる信号機１基当たりの年

間便益は、円滑化の便益が５６．５百万円、事故減少の

便益が１．７百万円となる。また、旅行時間の短縮に

よる二酸化炭素排出量の削減効果は、９．３トンカー

ボン／基・年と算定される。

　また、Table 2は、交通事故の減少を直接の目的

としたジレンマ感応制御＊１の効果を示したものであ

り、事故件数が４１％減少した。これによる信号機１

基当たりの年間便益は７．７百万円となる。

　ジレンマ感応制御は、当初、追突事故および出合

い頭事故の減少を主目的としたものであるが、それ

以外の事故についても減少していることがわかる。

これは、同制御の実施により、赤信号で交差点に進

入する車両が減少したことによる効果であると言え

る。

　３－２　東京での導入効果

　１９９５年２月、警視庁新交通管制システムが完成し

運用を開始した。同システムの中で、２章で述べた

新しい信号制御システムが開発され、東京都区内の

約３００重要交差点に適用された。このとき、都区内

全域の主要道路（総延長１，５１５ｋｍ、平均約２車線）
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注）図中の一つのプロットは平日１日（７～１９時の１２時間）のデータ
を示す。事前は１６日間、事後は２０日間。

Fig.6　警視庁新交通管制システムの導入効果

　＊１　ジレンマ感応制御は、主として交通閑散時において、黄
信号直後の追突事故の危険性、および全赤信号で交差点
内に進入することによる出合頭事故の危険性を減少させ
ることを目的としており、ジレンマゾーンまたはオプシ
ョンゾーンに車両が存在しない時点で青信号を打切る制
御方式である。これらのゾーンは黄信号開始時の車両走
行位置、車両速度および黄信号時間から決まるものであ
り、ジレンマゾーンとは、黄信号が終了する時点までに
停止線を越えることも、無理なく停止線で停止すること
もできない領域をいい、一方オプションゾーンとは、上
記の両方ともに可能な領域をいう。

Table 1　集中制御化による効果（１９９２～１９９６年度）

改善率改善量事後事前評価項目

１７％２４．３ １１５．３ １３９．６ 旅行時間（秒／ｋｍ）

１７％８．３ ４１．１ ４９．４ 旅行時間（秒／基）

１７％０．５０２．４５２．９５事故件数（件／基・年）

１４％０．５２３．１０３．６２死傷者数（人／基・年）

注）評価項目の単位は、路線１ｋｍ当たり、または信号機１基当たり。
評価対象の信号機数は、旅行時間で２，４６３基、事故件数で２，１４５基。

Table 2　ジレンマ感応制御の事故減少効果（１９９２～１９９６年度）

減少量事後事前区分

２４４２８人対車両

４６３０７６出合い頭車両相互

１６２４４０右折時

２６９４１２０追突

２０３８５８その他

４６１０車両単独

１３６１９６３３２合計

注）評価対象の信号機は６３基。表内の数値は年間の事故件数（件）。



を対象とし、期間は実施前を１９９４年２月、実施後を

１９９５年２月の平日（７～１９時）として評価が行われ

た。

　Fig.6は、交通需要を示す指標としての走行台キ

ロとサービスレベルを示す指標としての渋滞長時間

および総旅行時間との関係を示したものである。同

図から、事後では事前に比べて、走行台キロが増加

したにもかかわらず、渋滞長時間、総旅行時間とも

に増加していないことがわかる。Table 3は同一の

走行台キロ（事後の平均）に対する交通指標を示し

たものであり、システム導入の効果として渋滞長時

間が２８％、総旅行時間が９％減少し、年間１，０００億

円以上の経済便益が得られた。

　４．新しいシステム

　４－１　光ビーコン活用システム

　光ビーコンは、一般道路における交通管理のキー

インフラとして１９９２年度以降導入が開始され、２０００

年３月現在、全国で２万基が設置されている。光ビ

ーコンから車両（車載機）への交通情報提供は既に

各都市で実用化されており、ここでは、それ以外の

光ビーコンを活用したシステムについて述べる。

１）公共車両優先システム（ＰＴＰＳ＊２）

　本システムは、バス等公共車両の優先通行を図る

ことを目的としており、光ビーコンがバス（車載機）

から専用ＩＤを受信したとき、下流側の信号機群で

バスが極力無停止で走行できるような制御（青信号

の延長または赤信号の短縮）が行われる。この他、

本システムには、バス専用レーン上の違法走行車両

への警告、バス内での目的地までの旅行時間等の表

示、およびバス事業者によるバスの運行状況管理等

の機能がある。

　本システムは、札幌市などに導入され、今後、各

都市での導入が予定されている。なお、札幌市の国

道３６号（５．７ｋｍ区間）での導入結果として、朝ピー

ク時間帯において、バスの旅行時間が６．１％短縮、

信号待時間が２０．１％短縮の効果が得られている。

２）動的経路誘導システム（ＤＲＧＳ＊３）

　本システムは、個々の車両に対して目的地までの

最適な経路を提供することにより、交通流の分散に

よる渋滞の減少を目的としたものである。

　交通情報に基づいた経路の算出を車両側で行うタ

イプとシステム側で行うタイプがあるが、ここでは

後者について述べることとし、その機能の概要は次

のとおりである。

・交通管制システムは、光ビーコン毎に提供対象範

囲内にあるすべての目的地までの最短時間経路と予

測旅行時間を５分毎に算出し、光ビーコンに送信す

る。

・光ビーコンは、車両（車載機）から目的地を受信

したとき、車両に対して経路と旅行時間を提供する。

１９９６～１９９７年度に、東京都内において三次にわたる

ＤＲＧＳの実証実験が行われた。第三次実験では、６

組の起終点（平均距離約１８ｋｍ）に対して、６車両グ

ループ（１車両グループは、ＤＲＧＳ車両、タクシー、

一般車両の３台）によって１起終点当たり１８回のグ

ループ走行が行われた。平均旅行時間で比較すると、

一般車両の６３．６７分、タクシーの５８．７５分に対して、

ＤＲＧＳ車両では５６．６３分で、それぞれ７．０４分（１１．１％）、

２．１２分（３．６％）の短縮となり、ＤＲＧＳの効果が確認

された。

３）その他のシステム

　光ビーコンを用いた、以下の各システムについて

実証実験が行われ、その有効性が確認されている。

　○ 車両運行管理システム（ＭＯＣＳ＊４）

　タクシー・トラック等業務用車両の走行位置など

を運行管理者に提供することにより、効率的な車両

の運行による交通の円滑化を図る。

　○ 緊急車両支援情報通信システム（ＦＡＳＴ＊５）

　パトカー等緊急車両の優先信号制御や同車両への

経路誘導情報等の伝送により、緊急走行に関わる交

通事故の減少とリスポンスタイムの短縮を図る。

　○ 歩行者等支援情報通信システム（ＰＩＣＳ＊６）

　歩行者（高齢者・視覚障害者等）に対する信号機

状態の音声提供や青信号の延長等により、歩行者事

故の低減を図る。

　○ 安全運転支援システム（ＤＳＳＳ＊７）
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Table 3　警視庁新交通管制システムの導入効果

効果
（％）

事後
（１９９５年）

事前
（１９９４年）交通指標

──２１，６１９（２１，６１９）走行台キロ（１，０００台・ｋｍ）

９．１１，０８６１，１９４総旅行時間（１，０００台・時）

２８．０６，０６６８，４２３渋滞長時間（ｋｍ・時）



　車両に信号機状態等の安全走行に関する情報を提

供し、交通事故の低減を図る。

　この他、交通需要マネジメントの一手法であるロ

ードプライシングが大都市に導入されるとしたとき

の、光ビーコンの活用について検討が進められてい

る。

　４－２　防災システム

　東京では、大震災発生時に、環状七号線の内側と

一部地域および緊急交通路において、緊急通行車両

以外の車両通行禁止規制が行われ、その後被害の状

況に応じて規制範囲の拡大または縮小が行われる。

これらの規制は、人命救助活動や二次災害の防止活

動等を行うため、緊急交通路を確保することを目的

としている。

　防災システムは、これら諸活動を支援することを

目的とし、１９９８年に警視庁交通管制システムに導入

された。本システムは、情報収集、信号制御、防災

データベース（管制卓）の各機能で構成されており、

概要は以下のとおりである。

１）情報収集

　防災システム固有の情報として、道路上の静止画

像情報および震度情報が収集されている。

　画像情報は、交通量等計測用の画像型車両感知器

で扱う静止画像を圧縮したものであり、定期または

非定期に中央システムに送信される。１画像の情報

量は１／１０圧縮で約８ｋｂｙｔｅ、伝送時間は９６００ｂｐｓの

回線で約１０秒である。画像感知器は、１５～６０秒間隔

で中央システムに画像を送信するとともに、０．２～２

秒間隔で画像を蓄積する。この容量は２，０００枚で、

常に最新の画像に更新されており、中央からの指令

時またはインシデント検出時に中央システムに送信

される。Fig.7に１／１０圧縮で収集した静止画像の例

を示す。

　震度情報（震度レベル、加速度、ＳＩ値等）は地震

発生時に、都内の代表地点に設置された地震計から

中央システムに送信される他、東京ガス㈱からも送

信される。

２）信号制御

　環状七号線をはじめとする環状道路上の主な交差

点には防災信号機が設置されている。この信号機は、

災害時において都心部に車両を流入させない信号表

示企画（流入抑止ステータス）や流入抑制ステータ

スを内蔵し、中央からの指令によってステータスを

切替えることができる。更に、これらの信号機には

自動起動式発動発電機が設置され、商用電源の供給

が停止した場合でも信号機の稼動を可能としている。

　また、主要な交差点には無線装置が設置され、有

線の専用回線が異常のとき、無線系によって中央か

らの信号制御が継続可能である。

３）防災データベース

　防災データベースには災害に関する種々の情報が

蓄積され、防災管制卓から地図をベースとしたアク

セスが可能であり主な機能を以下に示す。

・震度情報、静止画像情報および信号機等端末機器

の動作状況の照会

・震度情報に基づく被害予測シミュレーション

・道路状況（損壊状況、交通規制等）、火災状況、

公共輸送機関の運行状況および、病院・避難施設

等の利用状況等の入力・照会

・流入抑止ステータス等信号制御への介入

　５．おわりに

　交通管制システムは都市交通の基盤として、交通

流の円滑化と交通事故の減少に大きな役割を果たし

てきた。

　交通流の円滑化に関して、既に述べた高度な信号

制御システムがいくつかの都市に導入され、更なる

渋滞の緩和に寄与している。今後、各都市への導入

による全国的な渋滞の減少が期待される。また、信

号制御や情報提供をより高度なものにするため、精

度の高い交通情報の収集が必要である。このため、

車両感知器の整備の他、光ビーコン対応車載機の早

期普及が望まれる。車載機の搭載率は、現在、首都

圏において１％程度であるが、これが３～５％にな

ればリアルタイム（５分毎）の旅行時間計測が可能

となり、旅行時間予測等の精度が飛躍的に向上する

ことになる。更に車載機の普及が進むことにより、

動的経路誘導システムや安全運転支援システムなど

のシステムがより現実的なものとなるであろうし、
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Fig.7　１／１０圧縮の静止画像例



交通需要マネジメントに関する新しいシステム化の

可能性も期待できる。

　一方、交通事故の減少を直接の目的としたジレン

マ感応制御について、その効果は既に実証されてお

り、今後、事故が多発する交差点への全面的な導入

が期待される。また、現在、事故の減少に関する種

々のシステムについて、近い将来の実現に向けた検

討が進められている。
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